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付図：バブルチャート  

〇輸送用機械けん引地域 

付図１―１：東海 

（１）県内総生産 （２）製造品出荷額

 

付図１－２：北関東・甲信越 

（１） 県内総生産（北関東・甲信）

 

（２）製造品出荷額
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    付図１－３：中国 

    （１）県内総生産               （２）製造品出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇その他製造業けん引地域 

   付図２－１：東北 

    （１）県内総生産               （２）製造品出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  付図２－２：北陸 

    （１）県内総生産               （２）製造品出荷額 
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 付図２－３：四国 

    （１）県内総生産               （２）製造品出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  付図２－４：近畿 

（１）県内総生産              （２）製造品出荷額 あ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇バランス型 

  付図３－１：南関東 

    （１）県内総生産                （２）製造品出荷額 
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 付図３－２：九州 

    （１）県内総生産                （２）製造品出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇非製造業けん引型 

付図４－１：北海道 

（１）道内総生産             （２）製造品出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

付図４－２：沖縄 

（１）県内総生産             （２）製造品出荷額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  
（備考）１．付図については、内閣府「国民経済計算」、「県民経済計算」、総務省「労働力調査」、総務省・経済産業省「経済

構造実態調査」、厚生労働省「賃金構造基本統計調査」により作成。 

２．各図（１）について、横軸が当該地域内の付加価値シェア、縦軸が当該地域・産業の所定内給与（月給ベース）、

バブルの大きさは当該地域・産業の雇用者数（労働力調査より）。また、縦の点線は国民経済計算における製造業

の全国平均シェア、横軸は当該地域の平均所定内給与。 作成上、地域区分は労働力調査に準ずる（北関東・甲信

は、茨城県、栃木県、群馬県、山梨県、長野県、北陸は新潟県、富山県、石川県、福井県を表す）。 

３．各図（２）について、横軸は製造品出荷額、縦軸が当該地域・産業の所定内給与（月給ベース）、バブルの大きさ

は当該地域・産業の雇用者数（＝「経済構造実態調査」の従業者数）。また、横の点線は当該地域の製造業の平均

所定内給与。 
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付注：比較優位の計算方法について 

 

１．概要 

 都道府県別・産業別の比較優位について、ＲＩＥＴＩ「Ｒ－ＪＩＰデータベース 2021」を

用いて推計した。ある都道府県のある産業の生産性と、当該都道府県の当該産業を除く生産

性の比率をとった。 

 

２．データ 

 ＲＩＥＴＩ「Ｒ－ＪＩＰデータベース 2021」により作成。 

 

３．推計方法 

（１）労働生産性 

 ある都道府県・産業の労働生産性について、当該産業の実質付加価値の対数値から、当該

産業の総労働投入（マンアワー）の対数値を引くことにより算出している。すなわち、𝐿𝐿𝐿𝐿：
労働生産性、𝑉𝑉𝑉𝑉：実質付加価値、𝐿𝐿：総労働投入（就業者数×１人当たり年間総実労働時間）

の時、都道府県𝑟𝑟の産業𝑗𝑗の労働生産性は、 

ln𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗,𝑟𝑟 =  ln𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗,𝑟𝑟 −  ln𝐿𝐿𝑗𝑗,𝑟𝑟 

とした。 

また、比較対象として、その都道府県𝑟𝑟1の当該産業𝑗𝑗1以外の労働生産性𝐿𝐿𝐿𝐿−𝑗𝑗1,𝑟𝑟1について、

付加価値、総労働投入ともに付加価値により重みづけた幾何平均の対数差分、すなわち

𝜔𝜔𝑗𝑗,𝑟𝑟：都道府県𝑟𝑟における産業𝑗𝑗の付加価値シェアとして、 

ln 𝐿𝐿𝐿𝐿−𝑗𝑗1,𝑟𝑟1 = � 𝜔𝜔𝑗𝑗,𝑟𝑟 ∙ ln𝑉𝑉𝑉𝑉𝑗𝑗,𝑟𝑟1
𝑗𝑗≠𝑗𝑗1,

− � 𝜔𝜔𝑗𝑗,𝑟𝑟 ∙ ln 𝐿𝐿𝑗𝑗,𝑟𝑟1
𝑗𝑗≠𝑗𝑗1,

 

として計算した上で、都道府県𝑟𝑟1における産業𝑗𝑗1の労働生産性に関する比較優位𝐶𝐶𝑉𝑉𝑗𝑗1,𝑟𝑟1
𝐿𝐿𝐿𝐿 を 

𝐶𝐶𝑉𝑉𝑗𝑗1,𝑟𝑟1
𝐿𝐿𝐿𝐿 = ln 𝐿𝐿𝐿𝐿𝑗𝑗1,𝑟𝑟1 − ln 𝐿𝐿𝐿𝐿−𝑗𝑗1,𝑟𝑟1 

として算出し、都道府県順に並べた。 

 

（２）ＴＦＰ 

 ある都道府県・産業のＴＦＰ（相対ＴＦＰ）については、相対付加価値より労働の質等も

考慮した相対労働投入・相対資本ストックの対数差分で算出。詳細は徳井・牧野（2018）を

参照。そうして算出された都道府県𝑟𝑟1における産業𝑗𝑗1のＴＦＰ、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿𝑗𝑗1,𝑟𝑟1に対し、（１）同様

に、比較対象の当該都道府県𝑟𝑟1の当該産業𝑗𝑗1以外のＴＦＰ、𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿−𝑗𝑗1,𝑟𝑟1について、 

ln𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿−𝑗𝑗1,𝑟𝑟1 = � 𝜔𝜔𝑗𝑗,𝑟𝑟 ∙ ln𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿𝑗𝑗,𝑟𝑟1
𝑗𝑗≠𝑗𝑗1,

 

とした上で、都道府県𝑟𝑟1における産業𝑗𝑗1のＴＦＰに関する比較優位𝐶𝐶𝑉𝑉𝑗𝑗1,𝑟𝑟1
𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿を両者の対数差分、 

𝐶𝐶𝑉𝑉𝑗𝑗1,𝑟𝑟1
𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿 = ln𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿𝑗𝑗1,𝑟𝑟1 − ln𝑇𝑇𝑇𝑇𝐿𝐿−𝑗𝑗1,𝑟𝑟1 

として算出し、都道府県順に並べた。 

その他、留意事項については徳井（2018）及び徳井・牧野（2022）を参照。  
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